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第１章 労働委員会の運営 

 

１ 組織 

 

  ⑴  委員 

 当委員会は、公益委員、労働者委員及び使用者委員の各側５人、計 15 人で構成されている（令和

４年12月31日現在 労働者委員１名欠員）。 

 委員の任期は、２年である。 

 

[第45期 栃木県労働委員会委員（任期：令和３年７月26日～令和５年７月25日）] 

（公益委員）                        

氏  名 現  職 就任年月 

会長 

白 井 裕 己 

 

弁護士 

 

平11.７ 

会長代理 

橋 本 賢二郎 

 

弁護士 

 

平28.10 

 

川 上   𠀋 

 

（元栃木県会計局長） 

 

令元.７ 

 

堀   眞由美 

 

中央大学国際経営学部教授 

 

平30.５ 

 

杉 田 明 子 

 

弁護士 

 

平27.７ 

（労働者委員）                   

氏  名 現  職 就任年月 

小 松   清 情報産業労働組合連合会栃木県協議会特別幹事 平27.７ 

 

桂   惠 子 

 

日本労働組合総連合会栃木県連合会アドバイザー 

 

 

平29.７ 

（～令４.11） 

 

 松 本 敏 之 

 

一般社団法人栃木県地方自治研究センター常務理事 

 

令元.７ 

 

 鈴 木   正 

 

日本労働組合総連合会栃木県連合会副会長 

  

平29.７ 

  

吉 成   剛 

 

日本労働組合総連合会栃木県連合会会長 

 

平27.７ 

（使用者委員）                   

氏  名 現  職 就任年月 

石 塚 洋 史 一般社団法人栃木県経営者協会専務理事 平17.７ 

 

  川 上   裕 

 

藤井産業株式会社顧問 

 

平27.１ 

 

 粂 川 英 一 

 

北関東綜合警備保障株式会社常務取締役 

 

令元.７ 

 

 市 川 剛 久  

 

仙波糖化工業株式会社取締役管理本部長 

 

令３.７ 

 

 鍋 島 明 子 

 

社会保険労務士法人鍋島事務所所長 

 

令３.７ 
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⑵ あっせん員候補者 

令和４年12月31日現在のあっせん員候補者は、次のとおりであり、委員14人（第 45期委員） 

及び事務局職員３人の計17人である。 

氏  名 職    業 閲   歴 委嘱年月 

白 井 裕 己 
弁護士 

栃木県労働委員会委員（公益委員） 
栃木県弁護士会会長 平11.７ 

橋 本 賢二郎 
弁護士 

栃木県労働委員会委員（公益委員） 
日本弁護士連合会副会長 平28.11 

堀   眞由美 
中央大学国際経営学部教授 

栃木県労働委員会委員（公益委員） 

白鷗大学経営学部教授兼

大学院経営学研究科教授 
平30.６ 

川 上   𠀋 栃木県労働委員会委員（公益委員） 栃木県会計局長 令元.７ 

杉 田 明 子 
弁護士 

栃木県労働委員会委員（公益委員） 
栃木県弁護士会副会長 平27.７ 

小 松   清 

情報産業労働組合連合会栃木県協議

会特別幹事 

栃木県労働委員会委員（労働者委員） 

栃木県労働者福祉協議会

事務局長 
平27.７ 

松 本 敏 之 

一般社団法人栃木県地方自治研究セ

ンター常務理事 

栃木県労働委員会委員（労働者委員） 

全日本自治団体労働組合

栃木県本部執行委員長 
令元.７ 

鈴 木   正 

日本労働組合総連合会栃木県連合会

副会長 

栃木県労働委員会委員（労働者委員） 

ＪＡＭ北関東副書記長 平29.７ 

吉 成   剛 

日本労働組合総連合会栃木県連合会

会長 

栃木県労働委員会委員（労働者委員） 

自動車総連栃木地方協議

会議長 
平27.７ 

石 塚 洋 史 

一般社団法人栃木県経営者協会専務

理事 

栃木県労働委員会委員（使用者委員） 

株式会社足利銀行矢板支

店長兼塩谷支店長 
平17.７ 

川 上   裕 
藤井産業株式会社顧問 

栃木県労働委員会委員（使用者委員） 

藤井産業株式会社専務取

締役 （管理部門統括） 
平27.２ 

粂 川 英 一 

北関東綜合警備保障株式会社常務取

締役 

栃木県労働委員会委員（使用者委員） 

北関東綜合警備保障株式

会社取締役人事部長 
令元.７ 

市 川 剛 久 

仙波糖化工業株式会社取締役管理本

部長 

栃木県労働委員会委員（使用者委員） 

仙波糖化工業株式会社取

締役総務部長 
令３.７ 

鍋  島  明  子 
社会保険労務士法人鍋島事務所所長 

栃木県労働委員会委員（使用者委員） 

社会保険労務士法人鍋島

事務所社員 
令３.７ 

桐 渕 ゆ か 栃木県労働委員会事務局長 
栃木県保健福祉部参事兼

中央児童相談所長 
令４.４ 

野 口 善 幸 
栃木県労働委員会事務局審査調整課

長 

栃木県経営管理部文書学

事課情報公開推進室長 
令４.４ 

篠 崎 正 康 
栃木県労働委員会事務局審査調整課

長補佐（総括）（審査調整担当） 

栃木県産業労働観光部国

際課課長補佐（旅券担当） 
令４.４ 
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⑶ 事務局組織                           

事務局長 ― 審査調整課長 ― 審査調整課長補佐 ― 副主幹(２)―主任・主事(４) 

                                                   

  

２ 会議等の開催状況 

 

⑴ 総会 

回数  開催年月日 主  な  議  題 

1482 ４.１.６ （報告事項） 

１ 不当労働行為審査事件関係 

⑴ 令和３年栃労委(不)第１号事件 

⑵ 令和３年栃労委(不)第２号事件 

２ 個別労働関係紛争あっせん関係 

⑴ 令和３年(個)第２号紛争 

1483 ４.２.３ （報告事項） 

１ 不当労働行為審査事件関係 

⑴ 令和３年栃労委(不)第１号事件 

⑵ 令和３年栃労委(不)第２号事件 

⑶ 令和４年栃労委(不)第１号事件 

２ 令和４（2022）年度労働委員会関係予算について 

1484 ４.３.３ （報告事項） 

１ 不当労働行為審査事件関係 

⑴ 令和３年栃労委(不)第１号事件 

⑵ 令和３年栃労委(不)第２号事件 

⑶ 令和４年栃労委(不)第１号事件 

２ 個別労働関係紛争あっせん関係 

⑴ 令和４年(個)第１号紛争 

⑵ 令和４年(個)第２号紛争 

1485 ４.４.７ 

 

（審議事項） 

１ あっせん員候補者の委嘱について 

（報告事項） 

１ 不当労働行為審査事件関係 

⑴ 令和３年栃労委(不)第１号事件 

⑵ 令和３年栃労委(不)第２号事件 

⑶ 令和４年栃労委(不)第１号事件 

２ 個別労働関係紛争あっせん関係 

⑴ 令和４年(個)第１号紛争 

⑵ 令和４年(個)第２号紛争 

1486 

 

 

 

 

 

４.５.19 

 

 

 

 

 

（報告事項） 

１ 不当労働行為審査事件関係 

⑴ 令和３年栃労委(不)第２号事件 

⑵ 令和４年栃労委(不)第１号事件 

⑶ 令和４年栃労委(不)第２号事件 

２ 争議行為予告通知 

（総括）（審査調整担当） 
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1486 

 

４.５.19 ３ 第148回関東ブロック労働委員会三者連絡協議会及び第87回関東ブ 

ロック労働委員会公益委員連絡会議の結果について 

1487 ４.６.９ （報告事項） 

１ 不当労働行為審査事件関係 

⑴ 令和３年栃労委(不)第２号事件 

⑵ 令和４年栃労委(不)第１号事件 

⑶ 令和４年栃労委(不)第２号事件 

２ 争議行為予告通知 

1488 ４.７.７ （報告事項） 

１ 不当労働行為審査事件関係 

⑴ 令和３年栃労委(不)第２号事件 

⑵ 令和４年栃労委(不)第１号事件 

 ⑶ 令和４年栃労委(不)第２号事件 

２ 個別労働関係紛争あっせん関係 

⑴ 令和４年(個)第３号紛争 

 ⑵ 令和４年(個)第４号紛争 

３ 争議行為予告通知 

４ 「個別労働関係紛争処理制度に係る周知月間」の実施計画について 

1489 ４.８.４ （報告事項） 

１ 不当労働行為審査事件関係 

⑴ 令和３年栃労委(不)第２号事件 

⑵ 令和４年栃労委(不)第１号事件 

 ⑶ 令和４年栃労委(不)第２号事件 

２ 個別労働関係紛争あっせん関係 

⑴ 令和４年(個)第４号紛争 

1490 ４.９.８ （報告事項） 

１ 不当労働行為審査事件関係 

⑴ 令和３年栃労委(不)第２号事件 

⑵ 令和４年栃労委(不)第１号事件 

 ⑶ 令和４年栃労委(不)第２号事件 

２ 個別労働関係紛争あっせん関係 

⑴ 令和４年(個)第４号紛争 

1491 ４.10.６ （報告事項） 

１ 不当労働行為審査事件関係 

⑴ 令和３年栃労委(不)第２号事件 

⑵ 令和４年栃労委(不)第１号事件 

 ⑶ 令和４年栃労委(不)第２号事件 

２ 第149回関東ブロック労働委員会三者連絡協議会及び第88回関東ブロ

ック労働委員会公益委員連絡会議の結果について 

３ 労働委員会在り方・ビジョン検討小委員会の中間報告について 

1492 

 

 

 

 

 

 

４.11.10 

 

 

 

 

 

 

（報告事項） 

１ 不当労働行為審査事件関係 

⑴ 令和３年栃労委(不)第２号事件 

⑵ 令和４年栃労委(不)第１号事件 

 ⑶ 令和４年栃労委(不)第２号事件 

２ 個別労働関係紛争あっせん関係 

 ⑴ 令和４年(個)第５号紛争 
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1492 ４.11.10 

 

３ 労働相談会の結果報告について 

４ 栃木県行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例施行

規程の一部改正について 

1493 ４.12.８ 

 

 

 

 

 

（審議事項） 

 １ あっせん員候補者の解嘱について 

（報告事項） 

１ 第689回公益委員会議の結果報告について 

２ 不当労働行為審査事件関係 

⑴ 令和３年栃労委(不)第２号事件 

⑵ 令和４年栃労委(不)第２号事件 

３ 個別労働関係紛争あっせん関係 

⑴ 令和４年(個)第５号紛争 

⑵ 令和４年(個)第６号紛争 

 

⑵ 公益委員会議 

回数 開催年月日 議    題 

689 ４.12.８ （審議事項） 

・労働委員会委員推薦のための資格審査について              

 

⑶ 各種連絡会議等（委員関係のみ） 

ア 第77回全国労働委員会連絡協議会総会 

期 日 令和４年11月17日～18日 

場 所 国立オリンピック記念青少年総合センター 

講 演 労働紛争の多様化と労働委員会の新たな役割 

講師 前中央労働委員会会長 山川 隆一 氏 

議 題 １ 労働委員会の広報活動について（中国ブロック公労使提案） 

２ 労働委員会在り方・ビジョン検討小委員会の中間報告について（中労委提案） 

３ 労働施策総合推進法の全面施行を踏まえた、労働委員会におけるパワーハラスメント 

 に係るあっせん事件への対応について（関東ブロック公労使提案） 

イ 関東ブロック労働委員会三者連絡協議会 

（ア）第148回 

期 日 令和４年５月12日 

場 所 （ウェブ及び書面開催） 

議 題 １ 雇用関係終了後の時間経過と「使用者が雇用する労働者」への該当性について 

  （群馬県労働委員会提案） 

２ あっせん事件における解雇の金銭解決について（長野県労働委員会提案） 

（イ）第149回 

期 日 令和４年９月13日 

場 所 （ウェブ及び書面開催） 

議 題 １ 組合からの対面による団体交渉の申入れに対して、会社がオンラインによる団

体交渉にしか応じられないとして団体交渉に応じなかった場合、不当労働行為に 

当たるか（埼玉県労働委員会提案） 
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２ 集団事件における立会団交について（群馬県労働委員会提案） 

ウ 関東ブロック労働委員会会長連絡会議 

（議題提案がなかったこと等により中止）  

 

⑷ 委員研究会（委員の資質向上のための取組） 

  第１回：講演会 

    期 日 令和４年２月３日 

    場 所 労働委員会会議室 

    演 題 これからの働き方―テレワーク、兼業・副業、フリーランス、高齢者就業をめぐって― 

    講 師 東京大学社会科学研究所教授 東京都労働委員会会長代理 水町 勇一郎 氏 

   第２回：講演会 

    期 日 令和４年８月４日 

    場 所 労働委員会会議室 

    演 題 法テラスの概要及び労働局におけるあっせん事例について 

    講 師 栃木県労働委員会公益委員 杉田 明子 氏 

 

⑸ 労働相談会（個別労働関係紛争処理制度周知月間における活動） 

   （宇都宮会場） 

    期 日 令和４年10月15日（土） 

    場 所 イトーヨーカ堂宇都宮店（２階ライトオン前特設会場） 

  （佐野会場） 

    期 日 令和４年10月20日（木） 

    場 所 イオンモール佐野新都市（１階イオンホール） 

※ 法テラス栃木と合同開催 

 

３ 広報・啓発活動 

 

⑴ 個別労働関係紛争処理制度周知月間（10月）の周知・広報 

ア 路線バスの車体前面のフロントグリル幕掲出（令和４年10月３日～16日） 

イ ポスター掲示（令和４年９月15日～10月14日） 

ウ 県政ラジオ番組（ＡＭ）「県政ナビ」に出演（９月17日放送） 

エ 県立図書館との連携事業として関連図書の展示（令和４年９月23日～10月26日） 

 

⑵ 労働相談会の周知活動 

ア チラシ配布 

イ 新聞、フリーペーパー、タウン情報誌及び市町広報紙への掲載 

ウ 県政テレビ番組及びラジオ番組での周知 

エ 県メールマガジンへの掲載 

オ 県ツイッターでの情報発信 



- 7 - 

 

⑶  相談内容別チラシの作成・配布 

「ハラスメント予防のための５つのポイント」を作成し、相談件数の多い業種を中心に配布 

 

⑷ 労働委員会制度の認知度向上 

ア 各商工団体の会員へのチラシ配布依頼 

イ 包括連携協定企業の関係企業等へのチラシ配布依頼 

ウ 各関係機関のメールマガジン、ホームページ、会報等への掲載依頼 

 

 


